
局 部 課

3 年度

9

10

人

有

事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

一般社団法人堺市医師会

事業開始年度

6 事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

4

事業の概要

実施根拠
介護保険法

（根拠法令、条例等）

指標名

無 現状値

年度

堺市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（令和3(2021)～5(2023)年度）、大阪府医療計画、
堺市地域包括ケアシステムの推進に関する施策に係る総合的な計画「よりそい安心ほっとプラン」（令和3年度改定版）

Ⅰ．基本情報

有 取組 地域包括ケアシステムの推進

事業の位置付け

1

堺市基本
計画
2025

施策
との
関連

有・無 戦略
取組の方向性 ③在宅医療と介護の連携強化

2 関連計画

寄与
する
KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値
3.8

―

令和4年度　事務事業評価シート（１）
[ 令和3年度事務事業 ]

特別会計 事務事業分類 A　一般事務事業

―

寄与
する
KPI

ゴール

有・無 指標名

―

堺市SDGs
未来都市

計画

施策
との
関連

有・無

事務事業名 包括的支援事業（在宅医療と介護の連携推進） 事業番号 011-065

担当部署名 健康福祉 生活福祉 地域共生推進

施策2.人生100年時代の健康・福祉 ～Well－being～ (2) かかりつけ医から高度医療までつながる地域医療体制の充実

ゴール⑶すべての人に健康と福祉を ターゲット

―

― 目標値

平成 27

公民連携・協働事業

点検年度 令和 7

7 事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、地域における医療・介護の関係機関が連
携して、包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供できる体制整備を図る。

5

高齢者及びその家族や地域住民、医療・介護従事者
対象数 単位

234,314

人

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容
（目的を達成するための手
段）

※スケジュール、実施方法・手
段、事業規模・回数など

高齢者が、住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域の医療・介護の関係団体が連携して、包括的か
つ継続的な在宅医療と介護を一体的に提供するために、以下の項目を実施。
○地域の医療・介護の資源の把握・情報発信
○在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討
○在宅医療・介護連携に関する相談窓口の設置
○医療・介護関係者の情報共有の支援
○医療・介護関係者の研修
○在宅医療・介護連携に関する市民への普及啓発
具体的には、「堺市超高齢化社会に対応するための地域包括ケアシステムの推進に関する条例」に基づく「堺市地域包括ケアシステム審議会」を
設置し、本市における在宅医療・介護の連携状況や課題の整理を行い、在宅医療・介護サービスの資源の把握や情報共有などについて検討す
る。
また、在宅医療・介護関係者の研修、多職種協働研修、市民向け講演会などを医師会へ委託し、協働で医療と介護の連携を推進する。

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 一般社団法人堺市医師会

※国・府の基準より上回って実
施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
実績 目標 目標

地域包括ケアシステム審議会 回
目標値 3 2 2 2

当該指標を選定した理由 医療と介護の連携に関する施策の進捗状況を毎年度、審議会で報告検証するため。

目標値の設定根拠・算出方法 介護保険事業計画の策定時に設定した開催回数

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和7年度 
点検年度

実績値 2 2
達成率 67% 100%

令和2年度 令和3年度 令和4年度

医療・介護職向けの研修会・セミナー
等の参加者数

当該指標を選定した理由 医療と介護の連携を推進するためには、意見交換や事例の共有等が可能な研修等を通じて、双方の理解を深めることが不可欠で
あるため。

目標値の設定根拠・算出方法 介護保険事業計画の策定時に設定した目標人数（※令和2年度の実績値は閲覧数（動画配信形式による研修））

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 600 600 600
実績値 415

69% ー
474

達成率



事業コスト ※当初予算には、前年度からの繰越分を含む。

（ ）

14

15

包括的支援事業（在宅医療と介護の連携推進） 事業番号 011-065

令和4年度　事務事業評価シート（２）

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度

事務事業名

2,721

被保険者保険料 3,337 3,248 3,490

財
源
内
訳

国支出金 5,585 5,441 5,845

令和4年度

Ⅲ．投入量
（単位:千円）

事業費  (a)

2,923 2,600 2,731

市債 0

決算

14,508 14,131 15,181 13,506

5,200

3,106その他

府支出金　 2,793

受益者負担金(使用料、手数料等）　

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 30,708 30,531 31,581 29,906 30,584

事業費の内訳 （単位:千円）

一般財源 2,793 2,721 2,923 2,600 2,731

人件費  （ｂ） 16,200 16,400 16,400 16,400 16,400

16

事
業
費
内
訳

項　　　目 年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

8

R3 決算

R4 予算 765 148 R4 予算

R3 決算 490 94

在宅医療介護連携推進事業（委
託料）

R3 決算 12,998 2,502
通信運搬費

R3 決算

事業費

17

R4 予算 13,171 2,535 R4 予算 39

費用弁償（通勤費）
R3 決算 0 0 R3 決算

地域包括ケアシステム審議会委員
報酬

R4 予算 195 38 R4 予算

予算 6 1 R4 予算
普通旅費

R3 決算 1 1 決算R3

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位
② 上記①にかかる年間経費 千円

備考（算出についての説明等） 委託料のうち、研修等に係る費用

消耗品費
R3 決算 0 0 R3 決算

① 医療・介護職向けの研修会・セミナー等の参加者数 人

Ⅳ．事業の効率性
単位当たり経費

17

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19

平成30年度からホームページで公開している医療と介護機関のリストにより、市内の医療・介護機関の情報の一元化を可能とし、市民への医療介護
情報の提供や医療介護等関係者の情報共有に役立っている。
　医療・介護職向けの研修会等については毎年度実施し、情報交換・事例共有等により、地域包括ケアシステムの推進にあたって不可欠である医療
職と介護職の連携の推進に寄与している。また、堺市医師会に委託して設置している、堺地域医療連携支援センターでは地域包括支援センターや介
護事業所、医師等の専門職からの相談に対応し、医療介護等関係者の連携に必要な支援を行っている。

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18

　平成30年度から市内の医療・介護機関に関する調査を行い、業種ごとにリスト化してホームページで公開している。このリストを毎年度更新することに
より、市民の医療・介護情報へのアクセスが容易となり、また、医療・介護等関係者の連携にも役立つことから、情報の集約一元化は有効であった。
　医療・介護職向けの研修会や講演会等については、災害時やコロナ禍における多職種連携をテーマにオンラインで開催し、医療・介護等関係者の情
報共有・連携強化を行うことができた。

8 1 R4

単位区　　分 令和2年度
415

1,000
2,410

R4

決算 当初予算 決算 当初予算

5,460

0

うち
一般財源

3

3,262

14,184

R4 予算

令和3年度
474

1,000
2,110

予算


